
９-1 京都府住宅相談所（京都府住宅供給公社内）相談件数

資料：京都府住宅課
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・相談内容は、賃貸借に関する相談が最多で全体の約53％を占める（2024（R6）年度）。
・府営住宅に関する相談は、減少傾向にある。
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（注）府営住宅の入居に係る問い合わせを除く。
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・相談者の居住地は、京都市が最多で、過去5年間の平均は約62％となっている
・宇治市、長岡京市等で相談件数が多い一方、南山城村では直近５年間で相談なし
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９-2 住まいるダイヤル相談件数（全国）

資料：住宅相談統計年報2025（（公財）住宅リフォーム・紛争処理センター）

＜注＞
2014年度から集計方法が変更され、［新築等相談］
を［新築相談］［既存相談］［その他相談］に分類
された。

＜参考＞相談内容の分類➡

2013年まで → 2014年から 相談内容

新築等相談 →

新築相談 請負や売買等により新築住宅として取得した住宅に関する相談

既存相談 既存住宅（中古住宅）の売買に関する相談

その他相談
賃貸借契約、相隣関係、マンション建替え等、「新築相談」「既存
相談」「リフォーム相談」の3区分の相談に該当しない相談

リフォーム相談 住宅のリフォーム工事に関する相談

のべ応答件数 電話相談で対応したすべての件数

2022年
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・住宅品確法に基づき、国土交通大臣が指定する住宅紛争処理支援センターでは、
住宅専門の相談窓口「住まいるダイヤル」を設置
・相談件数は、着々と増加してきたが、直近では2022年をピークにやや減少傾向にある。
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９-3 住宅リフォーム事業者団体登録制度

資料：国土交通省HP、住宅リフォーム事業者団体登録制度HP、住まい再建事業者検索サイト

・被災時のサポートとして、登録住宅リフォーム事業者団体や住宅関連団体の協力により、災害等で被災した住宅の補修工事等が可能な事業者を
検索できる「住まい再建事業者検索サイト」が平成31年3月8日に開設された。（R7.11月末時点で、33都県が掲載対象で、京都府は非対象。）
・上記の他、地方公共団体において実施しているリフォーム事業者（団体）登録制度があり、京都府内では、第11回基本政策部会資料5で示した、
京都市実施の「京都市すまいの事業者選定支援制度（安すまパートナー選定支援制度）」がある。

国が

・住宅リフォーム事業者団体の
登録に関し必要事項を定める

・要件を満たす住宅リフォーム
事業者団体を登録・公表

・団体を通じた住宅リフォーム
事業者の業務の適正な運営を
確保

・消費者への情報提供等を行い、
消費者が住宅リフォーム
事業者の選択の際の判断材料
とできる など

安心してリフォームできる

市場環境の整備を図る

・住宅リフォーム事業の健全な発達及び消費者が安心してリフォームを行うことが
できる環境の整備を図るために、住宅リフォーム事業者団体登録制度が創設された。
（国土交通省告示公布・施行平成26年9月1日、一部改正令和2年12月23日）
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10-1 建設・土木作業者及びそのうち大工の現状（全
国）

資料：国土交通省資料（国土交通省資料に一部追記して作成）

20年で約30％減

20年で半減

・建設・土木作業者数は1995年以降減少傾向にあり、2015年に回復しているものの、20年で
30％減少している。

・一方、大工は長期的に減少傾向で、2000年から2020年までの20年間で半減している。
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10-2 建設業者数及び内、大工工事業者数の推移

資料：建設工事受注動態統計調査 / 建設工事施工統計調査

・建設業者数は、長期的には全国及び京都府ともに減少傾向にある。
・その内、大工工事業者数は、年によるバラつきが大きい。

※2020（令和2）年度から数字が急に増加しているのは、国土交通省がこれまで不正確であった、あるいは二重計上等が発生していたデータを
より正確に把握するために「建設総合統計の推計方法（欠測値の補完手法）」を見直したためである
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10-3 年齢階層別 建設・土木作業者数（全国）

資料：国土交通省資料

・建設・土木作業者では、2020年時点で最も人数の多い年齢階層は45～49歳。
・大工では、2020年時点で最も人数の多い年齢階層は65～69歳。
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10-4 宅地建物取引業者数の推移（全国、京都府）

資料：国土交通省資料

・宅地建物取引業者数は、全国及び京都府ともに平成27年度から令和6年度までの10年間は
増加傾向にある。

・その内、知事免許による業者数も、全国及び京都府ともに同様に増加傾向にある。

※京都府の宅建業者数及び知事免許業者数は、令和2年度以降しか確認できなかった
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・目標を達成するために、住生活に関わる府や市町村等の公的主体、住宅関連事業者、
各種団体、地域住民等がそれぞれの特性を活かし適切な役割を担いつつ、連携・協力する
ことで効果的・効率的に取り組むことが必要

10-5 住宅政策を担う事業主体と役割―基本的な考え方

参考：京都府住生活基本計画（令和4年3月）

公的主体（府、市町村、住宅供給公社、都市再生機構 等）

○住宅政策の実施（公的主体間の役割分担及び連携により実現）
○公的関与による居住の安定の確保
○関連部門の連携体制の構築
○地域住民、住宅関連事業者等が活動しやすい環境づくり
○モデル事業や講習会の開催等による住民活動、住宅関連事業等の先導

等

住宅関連事業者

○良質な住宅の供給・住環境の形成
○住宅に関連する適切な情報提供
○健全な住宅市場形成への貢献
○地域特有の住宅関連産業・伝統等の継承
○住生活に関連する産業間の連携

等

ＮＰＯ等、地域住民

○主体意識の醸成
○自らが居住・所有する住宅の質の確保、
住生活の安定等

○自らが関わる住環境の維持・向上等への貢献
○ＮＰＯ等による住生活サービス等の実施
○地域づくり等の活動への参画、協力

等

・情報提供
・活動等の連携 等

・情報提供
・住宅等の供給
・NPO等活動への協力 等

・相談
・情報提供
・活動計画等の提示
・協議 等

・情報提供
・NPO等活動支援
・住宅確保等支援
・協議 等

・モデル提示等の啓発
・施策等の情報提供
・事業実施等の支援
・協議 等

・相談
・情報提供
・事業計画等の提示
・協議 等
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・関係する各主体は、下表ようにそれぞれの役割を認識しつつ、積極的な連携・協力を図る
ことによって、各分野にわたる施策の効果的・効率的な実現を図る

10-6 住宅政策を担う事業主体と役割―役割と連携

参考：京都府住生活基本計画（令和4年3月）

公的主体の役割分担

主体 役割

京都府

①府における計画立案及び施策推進

②広域的な「居住の安定」需要に
対応する住宅の確保

市町村

①市町村独自の計画立案及び
施策推進

②地域実態に見合った｢居住の安定｣
需要に対応する住宅の確保

その他
公的団体

住宅供給公社
①供給主体としての役割
②公的な機関として住宅政策を補完
③住宅困窮者向け住宅確保と連携

都市再生機構

①供給主体としての役割
②地域の住宅需要動向に対応した
適切な住宅供給

③住宅困窮者向け住宅確保と連携

住宅金融支援
機構

①政策上重要で民間金融機関では
対応が困難な分野への支援

②融資制度等の活用による地域政策
課題の解決支援

住宅関連事業者、NPO等、地域住民

主体 役割

住宅関連事業者

①住宅需要動向に即した、良質な
住宅等の供給及び住環境の形成

②住宅に関する情報等の提供

③市場における公正な取引の推進

④｢居住の安定｣に資する住宅の供給

⑤福祉サービス・生活支援サービス
の提供等の促進

NPO等

①地域に密着した住生活にかかる
活動（サービス提供）等の実施

②地域づくりや地域の維持管理等の
活動への参画

地域住民
（居住者）

①自らが関わる住宅の質の向上の
確保

②住環境の維持･向上への貢献
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・多様な主体が連携を進めるため、関係者間での協議等の場となる体制や公的主体間･部門
間の連携を進める

・公的主体、居住支援団体、不動産関係団体に加え、居住支援法人とも密接に連携

10-7住宅政策を担う事業主体と役割―推進体制

参考：京都府住生活基本計画（令和4年3月）

ＮＰＯ、
住民等

地 域
事業者

市町村
(府)

庁内関係部局
（関連施策の推進）

地域、施策テーマごとの
協議・連携

地域、施策テーマごとの
協議・連携

地域、施策テーマごとの
協議・連携

不動産関係団体等 居住支援団体等

公的主体

市町村府公社・ＵＲ等

府

○住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑
な入居の促進

○賃貸住宅に関する適切な情報の提供、相談
の実施に必要な情報共有や連携の形成等

○各地域での取組
例）地域の住民活動に対する支援方策

○主要な住宅政策の展開について
○｢居住の安定｣に資する公的賃貸住宅の確保
等について

○各市町村に密着した課題等への対応
相互の情報共有や連携の形成等

居住支援協議会

地域住宅協議会
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・大阪府が201法人と最も多く、次いで兵庫県（64）、福岡県（57）の順となっている。
・一方、徳島県（2）をはじめ四国地方で法人数が少ない。

＜都道府県別指定状況＞
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10-8 居住支援法人の指定状況
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・マンション管理適正化支援法人（支援法人）の登録制度は、マンションの管理組合等に
対する情報提供や相談支援、専門家派遣などを行う法人（一般社団・財団法人、NPO法人
等）を都道府県知事が登録する新しい制度

参考：国土交通省HPなど

制度の目的

〇管理組合や区分所有者の知識不足・管理意識の低さを改善し、適正なマンション管理の実現を支援
〇老朽化マンションの再生や管理・再生の円滑化を促進

支援法人の役割・業務内容

〇管理組合や区分所有者への情報提供、相談、提案業務
〇専門家（建築士、弁護士など）の派遣等の支援
〇都道府県のマンション管理適正化推進計画の作成や変更に関する、管理組合等の意向調査の実施

支援法人が持つ権限

〇都道府県に対して、マンション管理適正化推進計画の作成または変更を提案することができる

登録される法人格

〇一定の基準を満たした一般社団法人、一般財団法人、またはNPO法人

制度の施行時期

〇2025（令和7）年11月28日に施行され、同日から運用開始

10-9 マンション管理適正化支援法人登録制度の概要
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・市区町村が、空家の活用や管理に取り組むNPO法人、社団法人、会社等を「空家等管理活
用支援法人」に指定

・当該法人が所有者への相談対応や所有者と活用希望者のマッチングなどを実施

10-10 空家等管理活用支援法人の概要

参考：国土交通省 70


